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研究成果の概要（和文）：近隣住区論の導入過程について理論、実践、計画標準の関係性から明らかにした。近
隣住区論の理論については、内田祥三を中心とする当時の都市計画研究者らが終結して検討を行っていた。日本
建築学会住宅問題委員会において具体的な数値が検討され、さらに日本生活科学会建築部会において詳細な検討
がなされた。その成果をもとに、新興工業都市の指導要領、戦災復興の計画標準に近隣住区論が導入されてい
た。一方で実践として内田らは大同において近隣住区論の計画を策定していたことは周知の通りだが、その詳細
を明らかにするとともに、日本国内の勝田で計画案を作成していた。その際の住区の計画単位は現在の原型とな
っている。

研究成果の概要（英文）：Yoshikazu Uchida, who introduced neighborhood theory to Katsuta, discussed 
specific figures for a residential neighborhood in the Housing Problem Committee and the Japan Life 
and Culture Academic Society. Goro Ito, who was a member of Uchida’s study group, promoted the 
construction of new industrial cities in the Home Ministry and presumably drafted “Guidelines on 
the Construction of a New Industrial City.” After the end of the Second World War, the 
Architectural Institute of Japan submitted “Proposal on City Planning and Housing Measures in the 
Post-War Period” to the prime minister and the War Damage Reconstruction Institute. That is, the 
planning unit of a residential neighborhood was recognized as the basic standard, while the postwar 
period inherited the contents of city planning developed during the war.

研究分野：都市計画史

キーワード： 近隣住区　内田祥三　高山英華　新興工業都市
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１．研究開始当初の背景 

近隣住区論の導入過程に関する先行研究

はほとんどないが、数少ない断片的な論考

から、つぎのような仮説が立てられる。例

えば、越沢明氏は「戦時期の住宅政策と都

市計画」（『戦時経済』1987）において、昭

和16年5月に設立された住宅営団の大規模

開発の事例として川崎古市場を事例に取り

上げ、先駆的に近隣住区論の考え方が取り

入れられていたことを指摘している。一方、

植民地統治下では、昭和 13 年に内田祥三

（当時・東京帝国大学教授）によって大同

都邑計画（中国山西省）で近隣住区論を先

進的に実践したニュータウン計画が策定さ

れていることが知られている（石田頼房『日

本近現代都市計画の展開』2004）。その後、

近隣住区論は、戦災復興の計画標準（「都市

計画学校設計標準について」昭和 25 年 7

月 14 日発都第 18 号）において明確に導入

され、高度経済成長下には、ニュータウン

政策において参照されるべき最も重要な計

画理論として位置づけられるようになる。

以上から、日本の都市計画において、「計画

単位」を定めた近隣住区論の導入過程は、

その特質を探る上で欠くことのできない重

要な観点といってよい。 
 
２．研究の目的 

 本研究は、近代都市計画の二大計画理論

ともいえる近隣住区論の日本への導入過程

について包括的に研究するものである。具

体的には、近隣住区が日本に導入された戦

時下を中心に、近隣住区論の①理論の伝播、

②実践事例の検討、③制度化に向けた動向

という三点から総合的に分析を行う。特に、

その過程において中心的な役割を果たした

内田祥三と、その周辺の研究者（高山英華、

丹下健三、内田祥文、伊東五郎等）の動向

について詳細に分析を行う。内田らの事跡

については、①同潤会における海外事例の

調査、②植民地下大同での実践事例の新興

工業都市への応用、③日本生活文化科学会

建築部会における計画標準の検討が重要で

あり、その全体像を明らかにする。 
 
３. 研究の方法 

 本研究では、近隣住区論の導入過程につい

て、①理論、②実践、③制度化の三つの観点

から包括的に明らかにする。 

①理論：近隣住区論の伝播と計画理論の導

入について明らかにする。具体的には、「都

市公論」「都市問題」等の都市計画関係雑誌

における近隣住区論の言説の整理。内田祥

三監修「外国に於ける住宅敷地割類例集・

続集」等の諸外国の計画理論の影響分析 

②実践：工業都市における近隣住区論の先

進的な事例について明らかにする。とりわ

け内田祥三による実践事例（大同・勝田）

の検証を行う。また戦時下の新興工業都市

や植民地下（京城）における近隣住区論の

実践事例の検証を行う。また戦災復興計画

における近隣住区論の実践事例の検討を行

う。 

③制度化：近隣住区論の制度化と戦災復興

への応用について明らかにする。同潤会・

住宅営団における住宅地の計画標準の検討

内容について明らかにする。日本建築学会

住宅問題委員会、および、日本生活文化科

学学会建築部会の内田祥三を中心とする研

究グループの近隣区に関する検討事項の精

査を行う。 
 
４．研究成果 

 本研究では、①理論、②実践、③制度化の

観点から研究を遂行した。①理論については、

当時の都市計画専門雑誌を精査し、最初期に

理論を取り入れた人物の特定を行った。内田

祥三とその関係の研究者のほかに、内務省官

僚のほか重要な役割を果たした人物の動向

を明らかにできたため、今後、その人物の関

係史料をもとに論文として公刊を予定して

いる。また日本建築学会住宅問題委員会にお



ける具体的な議論の内容について整理・分析

を行った。内務省関係の委員会参加者が特に

計画単位の検討に重要な役割を果たしてお

り、その成果が「新興工業都市計画の指導要

領」に取り入れられていたと示唆される点で

は重要である。その後、日本生活科学学会建

築部会でも再検討が行われていたが、防空計

画との関係が強く、日本建築学会住宅問題委

員会での検討よりも精緻化されているもの

の、理論的な進展は特に確認できなかった。 

 ②実践については、大同の都市計画につい

て、これまでの研究成果をより精緻化する作

業を行い、計画理論のルーツを明らかにする

とともに、現地調査によって現況を確認した。

また大同の都市計画の状況について、新資料

を発見し、これまで明らかとなっていない事

業化の実態を把握した(図参照)。 

 
図 1 大同の都市計画図（事業化） 

 また新興工業都市計画における近隣住区

論の導入過程について、従来の研究成果を再

整理および精緻化するとともに、勝田、広畑、

高砂、太田等の事例研究を進め、研究論文と

して公刊した。新興工業都市の公共団体施行

土地区画整理では、一般的な計画標準よりも

高い水準で計画されていたことは、すでに指

摘されている通りであるが、その計画標準に

よって「図」となる計画骨格がつくられるわ

けだが、その枠組みのなかで「地」となる部

分において近隣住区論に沿った「計画単位」

が導入されていたことが断片的な資料から

明らかとなった（図 3 参照）。この計画単位

については、防火区画（図 2参照）など戦時

下の防空計画との関係性も示唆される。 

 
図 2 広畑の土地区画整理と防火区画 

 
図 3 勝田の土地区画整理と近隣住区 

 朝鮮半島における植民地都市の工業開発

における新興工業都市計画の実践事例につ

いても明らかにした。近隣住区論の計画単位

にとどまらず、植民地における実践の社会シ

ステムの確立にいたる現状を明らかにした。   

以上の実践例に関する研究成果は、学術書

『近代日本の空間編成史』および総説「特別

寄稿 企業の社宅開発と都市計画〜もう一

つの田園都市論と近隣住区論〜」（『新都市』

70-10、pp.95-99、2016.10）において、戦前

の都市計画の特質について俯瞰的な視点か

ら整理しつつ公刊した。 

③制度化については、まず先述の「新興工

業都市の指導要領」の具体的な計画単位と戦

後の戦災復興の計画単位の原型となる小宮

案を比較検討し、ほぼ同様の内容になってお

り、新興工業都市計画の実践事例が、戦災復

興の基礎となっていることを明らかにした。

また戦後の戦災復興にあたって、日本建築学



会からの建議が重要な意味を持っており、そ

の内容に近隣住区論の計画単位が示されて

いることから、戦時下の内田祥三を中心とす

る研究グループの検討内容が、具体的な政策

として戦災復興計画に結実していく様相を

大筋では明らかにできたと考える。ただし、

戦災復興における具体的な実践事例につい

ては不明瞭であり、戦中の防空計画から戦後

の戦災復興までの連続性の検証が課題とい

える。 

なお、以上の研究成果については、一部資

料の制約から推定を含んでおり、今後、精緻

化／実証しつつ、学術書ないし学術論文とし

て公刊する予定である。 
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